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令和２年度第２回市民協働推進センター事業部会の審議結果について 

 
１ 開催概要 

(1) 開催日時 
 令和２年 10月 13日（水） 18時 00分～20時 00分 

 (2) 市民協働推進センター事業部会出席者名簿（五十音順） 
氏名 所属等 

鈴木 伸治 横浜市立大学大学院都市社会文化研究科 教授 

田辺 由美子 NPO法人くみんネットワークとつか 理事 

永岡 鉄平 NPO法人フェアスタートサポート 代表 

林 重克 
特定非営利活動法人オールさこんやま 代表 
旭区連合自治会町内会連絡協議会 副会長 

吉武 美保子 NPO法人新治里山「わ」を広げる会 事務局長 

      

２ 市民協働の提案「災害復興くらし応援・みんなのネットワークかながわ」提案者の審

査結果について 

(1) 募集要項 

  資料５－２のとおり 

(2) 事業概要 

  資料５－３のとおり 

(3) 事業詳細 

  資料５－４のとおり 

(3) 審査結果 

  資料５－５のとおり 



地域や社会の課題を横浜市との“協働”で解決！ 

 

 

 
 
 
 

子育て支援や高齢者支援、地域の居場所づくり、防災、コミュニティづくり など協働による地域

課題解決のための提案や、「住みたくなる、住み続けたくなるようなまちづくり」につながるような市

民協働事業の提案をお寄せください。 

審査を経て採択された提案には、実現に向けたアドバイスやコーディネート、活動資金の助成など

の支援メニューがあります。 

  
 
１ 協働の提案支援の趣旨                         

 

横浜市市民協働条例第１０条（市民からの協働事業の提案）の制度が、多様な市民によって取り組

まれ、市民発意の先駆的な柔軟な発想を活かした地域や社会の課題解決やまちの魅力づくりにつな

がる制度として運営していけるよう、必要な支援や市の体制、環境づくりについて「協働事業の提

案支援」を実施します。 

 

 

２ 応募要件                               

 

助成金の対象となる市民協働事業提案の要件 

次の要件をすべて満たすもの 

・ 公益的、社会貢献的な事業であって、協働事業を提案する市民等と横浜市が協働して取り組

むことによって地域課題や社会的課題の解決が図られるもの 

・ 実施を前提とした事業で、協働事業を提案する市民等が実施することが可能であるもの 

 

 
３ 助成（支援）内容                                  

 

〇 採択された事業の実現性を高めるために、市民局等が取組に関するアドバイスなどの伴走支援を

行います。 

○ 提案の事業化に向けて必要な経費の一部を選考により助成します。１事業につき上限 30万円、令

和２年度は４団体を予定しています。（※審査時点で予算上限に達していた場合は交付ができない

ことがあります。） 

○ 助成期間は単年度となります。 

 

 

市民協働事業の提案 募集要項（抜粋） 
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４ 選考方法                                       

 

横浜市が設置する学識経験者や市民活動実践者等から構成される横浜市市民協働推進委員会（市民

協働推進センター事業部会）が審査基準に従い、書面審査、プレゼンテーション審査等を踏まえ総合

的に審査します。 
横浜市市民協働推進委員会からの審査結果を踏まえ、市長が採択団体を決定します。 

 

（１）審査の方法 

応募書類の書面審査、団体によるプレゼンテーション審査等により総合的に判断します。（審査

基準については表１を参照してください。） 

 

（２）審査結果 

提案の採択／不採択については、表２の基準点数にもとづき決定します。 

助成金を申請した場合は、表２の基準点数にもとづき助成の可否を決定します。 

選考結果については、団体宛に別途通知します。 

 
  【表１】審査基準 

審
査
基
準 

地域課題・社会課題

の把握 
・地域課題やニーズに沿った取組になっているか 
・事業の目的が明確になっているか 20 点 

協働の必要性・手法 
・協働だからこそ得られる成果が示されているか 
・行政と協働しなければ事業目的が達成できない

か 
20 点 

実 現 性 
・市との役割分担が協議されているか 
・団体として協働事業に取り組む体制が整ってい

るか、今後整う可能性があるか 
20 点 

効 果 
・事業を実施することにより、受益者や地域によ

い効果があるか 
・市民満足度の向上につながるか 

20 点 

発 展 性 
・他の地域へ波及していくか 
・今後の事業継続が必要な場合、手法等が考えら

れているか 
20 点 

 

【表２】提案の採択および助成金交付の基準点数 

  平均点数 提案の採択／不採択 助成金の交付／不交付 
60 点以上 採択 交付 
60 点未満 不採択 不交付 

 



Ｒ４ Ｒ３ 

市民協働提案支援事業「広域大規模災害時における行政、社協、NPO等の連携体制構築」について 
 

１ 協働提案支援事業の概要 

 市民協働条例第９条（行政発意）や第 10 条（市民からの提案）に基づく協働事業の提案や相談に対し、 
関係者・関係部署とのつなぎや、提案のブラッシュアップのための助成など、事業化に向けた支援を行います。 

 

２ 提案概要 

 (1) 提案者 災害復興くらし応援・みんなのネットワークかながわ（準備会議）〔通称 みんかな〕 

構成団体：一般社団法人ソーシャルコーディネートかながわ、認定 NPO法人市民セクターよこはま、 

認定 NPO法人かながわ 311ネットワーク 

団体概要：神奈川県が大規模災害の被災地になった時に備え、被災者のくらしの復興を様々な団体が連携して 

長期に亘り支える仕組みをつくるため、県内の団体等の連携・協働を進めるネットワーク構築に向けた 

準備会議として発足 

 (2) 提案事業  

「広域大規模災害時における行政、社協、NPO等の連携体制構築」 

  ア 事業目的  

横浜市が大規模災害の被災地となったときに備え、被災者のくらしの復興を様々な団体が連携して長期に亘

り支える仕組みをつくるため、市内の団体等の連携・協働を進めるネットワークを構築する。 

発災後は、ネットワークを活用して段階に応じた支援を継続的に行う。 

 

（初動・応急期の連携体制図）       （「多様な被災者支援主体の連携体制の構築・強化ガイドライン(内閣府)」より） 

 

【多様な主体による被災者支援内容例】 

    初動期：災害 NPO拠点確保や情報収集等 

応急・復興期：中間支援(活動情報収集・共有・発信・関係機関との連絡調整・ボランティア活動支援)等 

※行政、災害ボランティアセンター、多様な主体による段階に応じた被災者支援内容は別紙参照 

 

 

 

 

イ 提案事業の取組内容 

   ①民間支援ネットワーク体制づくり ②市域における連携体制構築 ③区域への連携体制拡大 

  ウ 今年度の事業内容（案） 

   (ア)NPO等と、横浜市、市社協等との 三者連携の必要性共有のための勉強会の実施 

   (イ)市域の民間ネットワークの構築と賛同者の拡大 のための勉強会、専門団体への呼びかけ 

   (ウ)区域ネットワークづくりのトライアルの提案（区未定） 

   (エ)災害マッチングの仕組み検討 

  エ 想定関連部署 

    総務局危機管理室、健康福祉局、政策局 等 

    ※横浜市側の窓口・取りまとめは市民局市民協働推進課 

  オ ３か年スケジュール（案） 

       

 

  (3)国・県の方針 

内閣府  「多様な被災者支援主体の連携体制の構築・強化ガイドライン」（策定中） 

「防災ボランティア活動の三者連携・協働に関する検討会」 

神奈川県 「神奈川県地域防災計画」  

     「県域での三者連携のしくみづくり」（かながわ県民活動サポートセンターの重点事業） 

 

３ 行政の役割 

  令和２年度は、勉強会への参加などにより、関係者との顔の見える関係づくりを行う。 
将来的には、発災時に三者連携の場への参画し情報共有を行う。 

 

４ 三者連携でのメリット 

・行政だけではなく多様な主体が被災者支援を行うことにより、リアルタイムな被災者のニーズや現場支援の 
情報・課題を共有することができ、多種多様なニーズへの対応へとつながる。 
・連携の場があることにより、所管ではないニーズへの対応についてもスムーズに所管課や、NPO 等を紹介 
できるようになるため、被災者への途切れない支援を行うことができる。 
・タイムラインによって変化していく市民ニーズ（被災→復興）に対して、適切な対応につなげることができる。 

＜伴走支援＞ 
市民協働推進課 

市民協働推進センター 

みんかな 

Ｒ２ 

助成金 30 万円活用 
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大規模災害時における民間支援ネットワークについて 

内閣府 災害ボランティア活動における多様な主体による連携・協働に関する検討会（令和２年８月７日）参考資料 
多様な被災者支援主体による連携体制の構築・強化ガイドライン（案）15頁  
図８. 災害対応・支援のタイムラインの一例（初動期、応急期、復旧・復興期） 

別紙
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令和２年度第2回市民協働推進センター事業部会　審査結果資料

団体名
提案概要（地域が自立して運
営する仕組み作り・計画の全

体像など）

審査合
計点

評価
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災害復興くらし応援・みんなのネット
ワークかながわ

（準備会議）
資料５ー３を参照。 72.20

１　総評
　災害時に地域や個人、行政、関係機関が連携することは、本当に重要であ
り、提案内容は、進め方次第でとてもポテンシャルを感じるものであった。こ
のようなネットワークが形成・維持されれば、市民としてはより安心である。本
事業を進めるにあたっては、既存の災害ボランティアネットワークとの連携や
行政との役割分担が重要であることから、その点を丁寧に進めてほしい。大
規模災害時の復興支援全体の中でのこの事業の立ち位置を意識しながら、
横浜市内だけでなく、広域な連携も視野に入れ、被災者の多様なニーズに応
えられるネットワーク構築を目指すと共に、災害時フェーズ毎のきめ細かい支
援について注目し、その活動をより早く効率的に機能させられるよう、具体的
な検討を進めてほしい。
２　課題・意見
・行政や社会福祉協議会との役割分担が不明確である。
・ネットワークをどう形成していくか、具体的な方法論があまりなかった。
・各区で行政・社会福祉協議会・災害ボランティアの三者会議はすでに活動し
ている。
また、提案の中で、自治会・町内会との連携が希薄。
・市全域や区単位でいきなり取り組むのは難しいのではないか。小さな地区
レベルから「顔のみえる関係」のモデル地区づくりをしてはどうか。
・復興支援全体の中で提案頂いたネットワークの役割をどう考えるかが、この
プロジェクトの大きな課題である。
・キントーンは万人が使えるシステムかどうか疑問。ソーシャルメディアなどの
広く使われているツールをうまく活用し、ネットワークを繋げていけるような
オープンな仕組みづくりを検討してほしい。
・関わる方々が使命感のみならず、楽しさ・やりがいを共有できるとより広がり
をみせるのではないか。
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